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６.役員報酬等の内容

当期における役員報酬等の内容は以下のとおりであります。

取締役 10名 319 百万円





　＜システムエンジニアリング部門＞











（１）連結貸借対照表 (単位：百万円)

期　　別 比較増減

(△印減)

　科　　目 金額 構成比 金額 構成比 金額

% %

Ⅰ 流 動 資 産

1. 現 金 及 び 預 金 28,107 24,383 3,724

2. 受 取 手 形 及 び 売 掛 金



(単位：百万円)



（２）連結損益計算書 (単位：百万円)

期　　別　

自　平成17年４月１日 自　平成16年４月１日

至　平成18年３月31日 至　平成17年３月31日



（３）連結剰余金計算書  (単位:百万円)

期      別　

　科      目

Ⅰ資本剰余金期首残高 6,081 6,081

Ⅱ資本剰余金期末残高 6,081 6,081

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,766 1,876

Ⅱ 利益剰余金増加高

　　当期純利益 7,053 3,009



（４）連結キャッシュ・フロ－計算書 （単位：百万円）

期　　別　 当連結会計年度 前連結会計年度

自　平成17年４月１日 自　平成16年４月１日

至　平成18年３月31日 至　平成17年３月31日

　項　　目 金      額 金      額 金　額
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 11,830 5,615 6,215

減価償却費 690 752 △ 62





　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 ３年～50年

　在外連結子会社の有形固定資産・・・・・・・・・・主として定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 ３年～59年

② 無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

(３) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金・・・・・・・　  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

　　　　　　　　　　　　 実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金・・・・・・・ 　従業員に対して支給する賞与に充てるため、期末在職従業員に対

し支払うべき未払賞与見積額を計上しております。

③ 役員賞与引当金・・・・・・　役員の賞与の支給のため、支給見込額を計上しております。

（追加情報）

　　役員賞与は、従来、株主総会の利益処分案承認決議により未処分利益の減少として会計処

　理をしておりましたが、当連結会計年度より「役員賞与の会計処理に関する当面の取り扱い」

　（企業会計基準委員会実務対応報告第13号　平成16年3月9日）に基づき、発生時に会計処理

　することとしております。この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益及び税金

　等調整前当期純利益は、それぞれ 100百万円減少しております。

　  なお、役員賞与引当金は、流動負債「その他」に含めて表示しております。

④ 退職給付引当金・・・・・ 　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、10年による均等額を費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することにしております。

　過去勤務債務は、その発生時に一括償却しております。

　 　また、執行役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、支給

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（追加情報）

　　当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成17年４月１日

　付けで厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年７月７日に返還額（最低責任準

　備金）の納付を行っております。
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　　これに伴い、厚生年金代行返上益1,694百万円を特別利益として計上しております。

　　また、厚生年金基金から確定給付企業年金基金へ移行し、類似型キャッシュ・バランス・

　プランを導入しております。この制度変更に伴い、過去勤務債務処理益 1,335百万円を特別

　利益として計上しております。

⑤ 役員退職引当金・・・・・・　役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、支給内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。





( 1. 有形固定資克8,600 1. 有形固定資産皐減

















部門別売上高 (単位:百万円)

当連結会計年度 前連結会計年度




